別表１　運営費等の算定方法
１ 精神障害者生活訓練施設
	
	第１欄（基準額）
	第２欄（対象経費等）
	第３欄
（補助率）

	一般
項目
	事業費
	　知事が別に定める額×対象月数
	　施設を運営するために必要な職員の給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、調整手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当、超過勤務手当、住宅手当等）、共済費、報酬、賃金、報償費、各所修繕費、旅費、需用費（燃料費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費等）、役務費（通信運搬費等）、委託料、使用料及賃借料、備品購入費及び負担金
	４分の４

	特定項目
	職  員
増  員
配置費
	(1)　指導員（東京都が認めた施設）
    知事が別に定める額×対象月数
(2)  事務員（東京都が認めた施設）
    知事が別に定める額×対象月数
  ただし、加算できる指導員及び事務員の数は、それぞれ１名を上限とする。
	
	

	
	民  間
給  与
改善費　
	　上記事業費及び職員増員配置費に別表２の加算率を乗じた額
	
	

	
	開  設
準備費
	　年額309,000円
	　開設に必要な備品の購入に要する経費
	

	
	福祉サービス第三者評価受審支援費
	600,000円
	別添「東京都における福祉サービス第三者評価の指針について」（平成14年11月15日付14福総改第128号）に基づく事業の実施に要する次の経費

　報酬、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及賃借料
	４分の４

ただし、区市町村が実施運営する施設については、

２分の１


（注意事項）
「開設準備費」については、都補助事業を開始した年度に限り補助する。ただし、「東京都精神障害者社会復帰施設整備費及び設備整備費補助要綱」に基づき補助した施設は対象としない。
２ 精神障害者授産施設（通所）
	
	第１欄（基準額）
	第２欄（対象経費等）
	第３欄
〈補助率〉

	一般項目
	事業費
	　知事が別に定める額×対象月数

　ただし、相互利用を行う施設にあっては次により算出された額を差し引く。

　知事が別に定める額×年間各月初日の利用者実人員数の合計数
	　施設を運営するために必要な職員の給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、調整手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当、超過勤務手当、住宅手当等）、共済費、報酬、賃金、報償費、各所修繕費、旅費、需用費（燃料費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費等）、役務費（通信運搬費等）、委託料、使用料及賃借料、備品購入費、負担金、行事費、保険に加入する経費及び受注開拓に要する経費
	４分の４

	特定項目
	職  員増  員配置費
	(1)　指導員（東京都が認めた施設）
    知事が別に定める額×対象月数
事務員（東京都が認めた施設）
    知事が別に定める額×対象月数
 ただし、加算できる指導員及び事務員の数は、それぞれ１名を上限とする。
	
	

	
	民　間給　与改善費
	　上記事業費及び増員職員配置費に別表２の加算率を乗じた額
	
	

	
	開　設準備費
	　年額515,000円
	　開設に必要な備品の購入に要する経費
	

	
	昼食費
	　月額189,600円×対象月数
	　通所者の昼食に要する経費
	

	
	交通費
	  実  費
	　助成事業の実施に要する通所者交通費
	

	
	福祉サービス第三者評価受審支援費
	600,000円
	別添「東京都における福祉サービス第三者評価の指針について」（平成14年11月15日付14福総改第128号）に基づく事業の実施に要する次の経費

　報酬、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及賃借料
	４分の４

ただし、区市町村が実施運営する施設については、

２分の１




（注意事項）
  「開設準備費」については、都補助事業を開始した年度に限り補助する。ただし、「東京都精神障害者社会復帰施設整備費及び設備整備費補助要綱」に基づき補助した施設は対象としない。
３ 精神障害者小規模通所授産施設
	
	第１欄（基準額）
	第２欄（対象経費等）
	第３欄
（補助率）

	一般
項目
	事業費
	　知事が別に定める額

　ただし、事業が１年に満たない場合は、基準額を12で除して得た額に事業月数（１月未満は１月とする。）を乗じて得た額
	　施設を運営するために必要な職員の給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、調整手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当、超過勤務手当、住宅手当等）、共済費、報酬、賃金、報償費、各所修繕費、旅費、需用費（燃料費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費等）、役務費（通信運搬費等）、委託料、使用料及賃借料（施設借上費を含む。）、備品購入費、負担金、行事費、保険に加入する経費、職員及び利用者の健康管理に要する経費並びに受注開拓に要する経費
	４分の３


別表２　民間給与改善費加算
	eq \o\al(\s\up 9( ※),平均勤続年数)
	加算率
	eq \o\al(\s\up 9( ※),平均勤続年数)
	加算率
	eq \o\al(\s\up 9( ※),平均勤続年数)
	加算率

	１４年以上
	８％
	８年以上１０年未満
	５％
	２年以上４年未満
	２％

	１２年以上１４年未満
	７％
	６年以上８年未満
	４％
	２年未満
	１％

	１０年以上１２年未満
	６％
	４年以上６年未満
	３％
	
	


※　「平均勤続年数」は、次により算出すること。
     １  算出基準日は、補助を受けようとする年度の４月１日とし、年度途中に常勤職員の異動があった場合にも、再算定は行わないものとする。
なお、年度途中に事業開始した団体にあっては、事業開始年月日を算出基準日とする。
     ２  平均勤続年数を算出するための対象職員は、当該施設に勤務する全ての常勤職員とする。ただし、常勤以外の者であっても1日6時間以上、月20日以上勤務している者にあっては、これを常勤職員とみなして算定すること。
     ３  個々の職員の勤続年数は、当該施設における勤続年数とそれ以前のその他の社会復帰施設、精神病院、社会福祉施設等の勤続年数を合算して得られた数値とする（６か月以上を1年とし、６か月未満は切り捨てとする。）。
　　　　 なお、グループホームは、東京都が指定又は補助している施設に限り、勤続年数に算入できるものとする。
     ４  施設の職員の平均勤続年数は、上記２及び３により算定された個々の職員の勤続年数を合算して得られた数値を算定対象となった職員の数で除して得られた数値とする。
　　 ５　区市町村が設置する施設については、対象外とする。

別表３「運営費等の算定方法」でいう知事が別に定める額

１　生活訓練施設及び小規模通所授産施設を除く通所授産施所在地別基準額（月額）

	所 在 地
	生活訓練施設
事業費
	授産施設（通所）
	職　員　増　員　配　置
（生活訓練施設、授産施設(通所)共通）

	
	
	事 業 費
	相互利用
運営事業
	指 導 員
	事 務 員

	特 別 区
	2,819,750円
	1,923,900円
	96,180円
	450,260円
	363,580円

	特 甲 地
	2,782,780円
	1,894,920円
	94,740円
	443,270円
	357,210円

	乙　  地
	2,653,110円
	1,793,430円
	 89,670円
	418,790円
	334,940円

	丙  　地
	2,597,450円
	1,749,970円
	 87,490円
	408,310円
	325,390円


※　特甲地は、特別区を除く都内全域とする。

２　小規模通所授産施設
	10,000,000円








